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「林業公社の経営対策等に関する検討会」最終とりまとめ（素案） 

 
１ 現状 
（１） 林業公社数 

 ３６都道府県に４０公社（平成２１年１月末時点） 
 平成１９年度に岩手県及び大分県では、林業公社を廃止し、県が資産及び債務を

引き受け 
 林業公社により造成されている分収林は約４０万ha 

（参考）                                    （単位：万ｈａ） 
民有林 国有林 地方公共団

体保有林 
林業公社 合計 

１，４０９ 
（５６％） 

７８４ 
（３１％） 

２８０ 
（１１％） 

３９ 
（２％） 

２，５１２ 
（１００％） 

 
（２） 林業公社の経営状況 

 長期借入金残高 １兆３９２億円（平成１９年度末） 
 
（３） 都道府県及び林業公社が単独で実施している経営改善策 

 利子負担軽減対策 
県による無利子貸付、県による利子補給、県貸付金の償還繰り延べ 等 

 事業コストの削減 
人件費等の抑制、組織の統廃合、施業基準の見直し、低コスト作業路の整備、新

規造林の中止、長伐期施業への移行、不採算森林の整理 等 
 収益性の向上 

分収割合の見直し、間伐収入の確保 等 
 

（４） 国の施策 
 利子負担軽減対策 

・森林整備活性化資金（無利子）による金利負担の軽減 
・特別交付税による債務利子負担の軽減 
 

 事業コストの削減・収益性の向上 
・長伐期化・広葉樹林化の推進 

公的森林整備推進事業（森林整備・林道整備等） 
・定額助成（間伐・路網）による出材コストの軽減 

条件不利森林公的整備緊急特別対策事業 
未整備森林緊急公的整備導入モデル事業 
路網整備地域連携モデル事業 
森林整備加速化・林業再生事業 
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森林整備地域活動支援交付金（森林情報収集・境界の明確化） 
 その他 

・分収林契約変更等への支援 
「美しい森林」共同整備特別対策事業 

・利用間伐推進資金による償還期間の延長 
 

２ 課題 
（１） あらゆる取組の前提として、現状の林業公社の経営方針、経営状況等について検証

するとともに、的確な情報開示等を行う必要があるのではないか。その上で、今後の林

業公社の役割とあり方について検討すべきではないか。 
 
（２） 国による支援策の拡充の前提として、まず林業公社や設立主体である都道府県が自

ら実施できる経営対策を主体的かつ徹底的に実施する必要があるのではないか。 
 
（３） 現行の債務の状況を踏まえると、今後の伐採収入を考慮しても、大半の林業公社で長

期債務の解消の目処が立たないと見込まれ、更なる利子負担軽減策を実施する必要が

あるのではないか。 
 
（４） 一層の経営合理化努力を前提に、将来にわたる継続的な林業公社経営が行えるよう、

事業コストの削減、収益性の向上に向けた支援策を拡充するとともに、継続的に講じる

必要があるのではないか。 
 
（５） 木材需要を喚起する施策を実施するとともに、生産・加工・流通の体制を整備する必要

があるのではないか。 
 
（６） 今後、契約に基づく伐期を迎える森林が急増する中、多様な森林への誘導、皆伐後の

再造林の確保など既往造林地の取扱を適切に行う必要があるのではないか。 
 
（７） 今回の経営対策を講じても、将来にわたる継続的な経営の見通しが立たない林業公

社については、廃止に向けて必要な措置を講じるとともに、その後の森林整備のあり方

について検討する必要があるのではないか。 
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３ 林業公社の経営対策及び森林整備のあり方 
 
（１） 林業公社の経営状況等の情報開示と林業公社のあり方の検討 

・ 最新の公益法人会計基準を早期に適用し、その経営状況及び資産債務の状況につ

いて議会に説明し、住民に積極的かつ分かりやすい情報公開が必要。 
・ 投資を行ってから利益を得るまでの期間が長期にわたるという林業の特殊性等も踏

まえ、森林資産の時価の算定方法について引き続き検討していくことが重要。 
・ 林業公社について、存廃を含めた抜本的な経営の見直しの検討を行う必要。 
・ 既往造林地の取扱、将来的な公的森林整備の手法など地域ニーズを踏まえ、林業公

社における将来の森林整備のあり方について検討することが必要。 
 
（２） 経営対策 

① 林業公社及び都道府県による更なる経営対策の取組 
・ 林業公社及び都道府県においては、経営検討委員会における検討も踏まえ、自ら

実施できる経営対策の更なる取組を主体的かつ徹底的な実施が必要。 

・ 林業公社及び都道府県における経営対策取組事例情報の共有化が重要。 

 
② 利子負担軽減対策 
・ 木材の伐採収入を得る前に償還の時期を迎えるために、大半の公社は厳しい経営

状況。 

・ 公社の経営の健全化を図るためには、林業公社及び都道府県が自ら補助、金融、

地方財政措置等を最大限に活用して経営改善に主体的に取り組むことが重要。 

・ 国としても、利子負担軽減のための対策等を講じることによって、それらの取り

組みを補完することが必要。 

 
③ 事業コストの縮減、収益性の向上 
・ 一層の経営合理化努力を前提に、将来にわたる継続的な林業公社経営が行えるよ

う、事業コストの縮減、収益性の向上に資する支援策の検討が必要。 
 
（３） 林業公社を再生又は廃止する場合の措置 

・ 林業公社を再生又は廃止する場合には、損失補償に要する経費等について、第三セ

クター等改革推進債の活用が可能。 
・ 不採算林を整理する場合の措置として、日本政策金融公庫資金について繰上償還を

受け入れており、この活用が重要。 
・ 都道府県が公社造林を継承する場合には、森林整備事業等を有効に活用し、森林の

有する多面的な機能に配慮した森林整備が必要。 
 
（４） 将来の森林整備のあり方の検討 

① 多様な森林づくりに向けた合意形成 
・ 長伐期化、針広混交林化等多様な森林づくりを検討するに当たっては、森林整備
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の方針を明確にした上で森林所有者の同意を得ることが必要。 
・ 契約期間や分収割合の変更など弾力的な契約内容等への移行を進める場合、長伐

期化等を進めるための助成措置や森林所有者を対象に契約変更等を進める支援策

の活用が重要。 
・ 契約期間満了に伴う伐採後の森林の取扱についての検討が必要。 

 
② 先導的な森林経営の展開 

・ 一団の森林としてまとまりがある公社造林地を多様な森林づくりの実践、地域に

おける木材安定供給の核として活かしていく手法について検討することが必要。 

・ その際、定額助成方式による路網整備を積極的に活用し、生産性の向上を図るこ

とが重要。 
・ 一定のまとまりのある林業公社造林地を一団の森林として多様な森林づくりの実践等

に活かしていくための検討が必要。 
 

③ 木材需要の喚起及び生産・加工・流通体制の整備 
・ 木材加工施設の整備や木材・木質バイオマスの流通円滑化対策などを通じて、木

材の需要の喚起と生産・加工・流通体制の整備について地域全体で取り組むこと

が重要。 
・ 林業公社においても間伐材等の計画的、安定的な供給を通じた需要先の確保等に

取り組むことが重要。 
 
 


